

第３章　マツダ成長の要因
３‐１　個性重視だったマツダ
　現在のマツダの車は「金太郎飴だ」と呼ばれるほど似ている魂動デザインで統一されている。しかし、マツダ元会長の金井誠太氏は、「金太郎飴にするためにずっと考えて、働いて、40上掛かってここまで来た」と述べている。
　社名が東洋工業だった時代、1975年10月に「コスモAP」日本初のリトラクタブルライト搭載車である「サバンナRX-7」80年代になると「5代目ファミリア」89年には「ユーノスロードスター」が登場、世界的なオープンカーブームを巻き起こすなど印象的な車が数多く生まれた。その一方で日本一、世界初を提案するために「個性を大事にする」という強烈なインプットが社員になされていた。その結果それぞれ「個性的」ではあるが、統一感がなくなった。例えば、「ルーチェ」と呼ばれる車種では、最初のモデルはイタリアのデザイン会社「ベルトーネ」の手による欧州らしい洗礼された雰囲気を纏っていた。しかし、次のモデルは、米国車のような外見になってしまった。こうして「こういう車が好き」というファンができても、次で離れてしまっていた。
　なぜこのようなことが起きたのか、それは60~62年までの3年間、年間自動車生産量でトヨタを抜いて日本一になったことがあり、量で勝った時代があったからである。このことが影響し、当時国内第3位の自動車メーカーとして、トップ2社にかなわぬまでも仇していきたい気持ちが強かった。そこで当時の経営層は「自動車業界の中で、ソニーのような存在になりたい」と目標を立てた。ソニーのようになるためには大手には難しい個性的な車を武器にし、個性を尖らせるには、世界初の新技術、新しいデザインを取り入れていく必要があると考えていた。その結果、大ヒットは時々でるが、次はまた違う方向の商品を出して空振りしてしまう「一発屋」となってしまった。しかし「個性重視での大成功」は、マツダにとって強い記憶となってしまい、個性と数を両立しようとフルラインアップ化を行った。こうして一発に頼り続けたマツダは、「一度うまくいってもいつか失敗する」と考える「負け犬根性」が染みついてしまった。
３-２「B－10計画」の失敗
　1988年頃マツダはバブル景気を背景に、「B-10計画」と呼ばれるプランで国内シェアの倍増を目指していた。3つあった販売チャネルを当時のトヨタ並の5チャネル体制にしようとしていた。計画推進の中心人物である安森寿郎専務は「B-10計画」の狙いをこう説明した。「生き残るためには最低10％のシェアが必要。それには80万台を売らなければならない。トラックや大衆車のメーカーというイメージを払拭し乗用車で上位メーカーに対抗するには、新チャネルが必要だ。」と述べた。低価格メーカーとの企業イメージを消すため、あえて販売系列からマツダの名前を消した。しかし、この計画は失敗した。1992年8月24日の「日経ビジネス」のトップ記事は「誤算の研究マツダ相次ぐ新車開発で負担増販売５系列体制もあだ。」と書かれていた。その内容は、1992年1~7月期の国内販売台数は30万5088台で、前年同比10.2％減。1993年3月期、マツダは国内で前期実績の54万9000台を上回る58万台を売る計画を発表していたとある。
自らの社名を隠してまで行った拡大策の破綻は、大きな値引きで台数を支えようとする売り方に繋がる。「値引きに釣られてマツダ車を買うと、他のメーカーに買い替えたくなっても下取りが安くてままならず、結局、相対的に高く買い取ってくれるマツダで買い替えざるを得ない。いつまで経っても安いマツダ車しか乗れない」という事態が発生し、後に「マツダ地獄」という極めて不名誉な言葉まで生まれた。

　ここに至って経営側も考えを改め、新しい中期経営計画では「長期的な視点、合理的な計画」が盛り込まれることとなったが、提携先の米フォード・モーター（以下フォード）とプラットフォームを共有することになり、マツダ独自のプラットフォームの整理統合は立ち消えになった。その一方で今のマツダに繋がる遠大なプロジェクト「マツダデジタルイノベーション（MDI）」が動き出していた。開発力の向上とコストダウンの両方を期待して、車の開発・実験から生産までをすべてデジタルデータで統合しコンピュータ上で行うことを目標としている。
３-３社運を賭けた「アテンザ」の登場
　1991年3月期には146万台を超えていた販売台数は、94年3月期に101万台へ急減。翌年についに100万台の大台を割り、189億円の最終損失を計上、95年3月期も411億円の最終損失となった。そこでメインバンクの住友銀行（当時）が動いた。96年フォードがマツダ救済に本格的に乗り出し、株式の33.4％を手中に収め、マツダの経営権を握った。
　フォードは、車両先行設計部に2つ課題を与えた。1つ目に当時始まったばかりだったMDIを推進すること。2つ目に企画と開発の間の橋渡しをすることを課題として与えた。1つ目のMDI推進では、全員が順序良く、タイミングを合わせる必要があった。そこでMDIの導入をきっかけにマツダの開発プロセス「マツダ・プロダクト・デベロップメント・システム（MPDS）」の改善を行ったことで「共通の物差し」を社内・開発部門に持ち込むことにつながった。2つ目の企画と開発の間の橋渡しでは、設計変更を抑えるために企画の段階で図面の完成度を上げる必要があった。そこで企画段階の仕上がり度を採点する「採点簿」を作成した。それに加え企画段階のプロセスの中に、競合車を組織的に研究する「ベンチマーク」を組み込んだ。自分の作りたいモノを作りたいと熱中するあまり、量産に入る直前にほかの車にかなわない箇所に気が付き慌てることを避けるためである。
　このように大幅に見直しをしたMPDSを活用し、特にベンチマーク活動を徹底的に作られたのが「マツダの復活をかけたZoom-Zoom戦略第1弾」として2002年に登場した「アテンザ」である。「Zoom-Zoom」とは、マツダの個性である際立つデザイン、抜群の機能性、反応の優れたハンドリング性能。これらを一言で表す言葉として2002年からキャッチフレーズとして使われ、マツダが目指すクルマ造りの方向性として現在も使われている言葉である。「アテンザ」は、これまでのマツダ車のイメージを一新するヒット車となり、2代目に引き継ぐ2008年までに全世界で132万台を販売し、「RJCカー・オブ・ザ・イヤー」をはじめ、国内外を合わせて134の賞を受賞。ようやくマツダは息を吹き返した。

３-３モノ造り革新で目指す「世界一」
　アテンザのヒットをひとつのきっかけとして、マツダの苦境を脱し業績は急回復した。一方で、自動車産業を取り巻く状況は厳しくなっていった。環境対策、安全対策の要求は高度になり、国際競争もますます激化していた。マツダにはまだ、これらに対する長期戦略が用意されていなかった。アテンザの成功のヨコ展開も、フォードが支配する中では進まない。フォードの考えは「コスト最優先、そのためには共通化」だったのに対し、マツダの考えは、「最高で超一流。つまり世界一。最低でも一流」であり、フォードの目標と距離があった。フォードからの開発受託は当時のマツダにとって大きな収益源であったが、フォード向けに技術開発や部品製造をするための会社になりかねないと考えていた。このような経緯で出てきたのが、「モノ造り革新」となるプランである。
　「モノ造り革新」は、2005年から始まったマツダの長期ビジョン策定の中で、今までの業務プロセスをすべて取り替える大胆なプランが母体となっている。その内容は、世界一の性能を狙いながら、開発コストを減らすことを狙う「コモンアーキテクチャー」と多種変量を行いながら、少品種大量生産に負けない効率を実現することを狙う「フレキシブル生産」。これらを実現する前提として、今後10年間にどんな車を造っていくかの枠を先に考える「一括企画」をする必要がある。これらはすべて、10年後でも競合に負けないだけの先進性がある「技術革新」を行うことで実現を狙うマツダの業務プロセス全体の変革
である。
　社内がモノ造りに乗り出すための起爆剤として、世界最高の内燃機関を目指す「SKYACTIV（スカイアクティブ）エンジン」の開発を行った。しかし、ハイブリッド（HV）が主流とみられる中、エンジンへの注力は社内からも疑問の声が多かった。なぜ売れ筋のHVに目標を置かなかったのか。それは、マツダがワクワクする走りと環境性能で世界一を目指し、ビジネスをするなら、出遅れたＨＶではなく、内燃機関の性能を極限まで引き上げるしかないだろうと判断したからである。
　目標が大きく違うフォードとの交渉で「多種変量生産」を黙認。その後フォードは2008年9月のリーマンショックで急激に経営が悪化したことにより2008年11月に資金調達のためマツダ株を売却、2015年9月に完全にゼロになった事で「モノ造り革新」をフォードによって止められることがなくなった。
３-４「当たり前をやる勇気」で成功したマツダ
　2007年3月にマツダは「サステイナブル“Zoom-Zoom”宣言」を行う。「すべてのお客様に走る歓びと優れた環境・安全性能」を打ち出し、翌年6月には「15年までに、マツダの車の平均燃費を30％改善させる」と公表した。しかし、世の中の反応は「マツダはハイブリッド車（HV）と電気自動車（EV）を開発するおカネがないから、内燃機関で環境に対応しようとしている」というものだった。それに対しマツダは、新しくEVやHVを開発するより、今あるガソリンやディーゼルのエンジンをCO2の少ないものに置き換えるほうが環境対策としては効果が大きい。さらに2005年にアイドリングストップから始めて、エネルギー回生、そしてモーターの駆動と、動力の電動化を着実に進める「ビルディングブロック戦略」2007年には電動化のベースにある内燃機関、エンジンの徹底改良を発表していた。
　モノ作り革新が順調に動き出したところで2008年9月に「リーマンショック」が起きた。更に2011年には東日本大震災が発生。重大市場のタイでは大洪水で生産整備に甚大な被害が出た。それらの事で2008年第3四半期から再びどん底になった。2009年3月期の決算は売上高で2兆5359億円と9400億円の減収に。そこから円高が進行して、為替損失だけでも1020億円が発生し、冬季の最終損失は715億円の大きな赤字になってしまった。こんな状況下でもマツダは莫大な投資を継続していった。その理由として、お金のかかるスカイアクティブの開発をやめて代わりにHVをやったとしても、10年以上先行しているトヨタには追い付けない。100万台すべての競争力が上昇する目処が立っているスカイアクティブの開発を続行するのが最も安全策であったからである。この判断によって、エンジンの性能向上に成功した。
　2012年2月に第6世代の最初の１台であるSUVの「CX-5」が発売し、これがマツダの大変身の始まりになった。2018年までに8車種の新型車が投入され、為替の円安反転も重なり、業績は急回復した。このように考えたことを準備してからやる。生き残るための目標を掲げ、決定し、そのためにリソースが足りないのなら、優先度の低いものを外してそこから持ってくる。この当たり前のことをやっているのが「モノ造り革新」であり、それを実現しようと行動に移せたためマツダは成功したのだ。
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